
 

大津市介護施設等整備費補助金交付要綱 

 （目的） 

第１条 この要綱は、本市の区域内において介護施設等の建設等を行う者（以下「補助事業者」という。）に対し、

予算の範囲内において補助金を交付し、もって社会福祉の増進を図ることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「介護施設等」とは、別表第１第１項の表に掲げる施設をいう。 

２ この要綱において「施設整備」とは、別表第１第２項の表の整備区分ごとに掲げる整備内容をいう。 

 （補助対象事業等） 

第３条 補助対象事業は、介護施設等の施設整備とする。 

２ 補助対象介護施設等ごとの補助対象者、補助基本額及び補助率等については、別表第２のとおりとする。 

 （補助金の交付対象外経費） 

第４条 前条の規定にかかわらず、次に掲げる経費については、補助金の交付を行わない。 

 (1) 土地の買収又は整地に要する費用 

 (2) 職員の宿舎、車庫又は倉庫の建設に要する費用 

 (3) その他施設整備事業として適当とは認められない費用 

 （交付申請書） 

第５条 大津市補助金等交付規則（平成１０年規則第３２号。以下「規則」という。）第４条第１項の規定により市

長に提出しなければならない交付申請書は、大津市介護施設等整備費補助金交付申請書（様式第１号）とする。 

２ 前項の交付申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

 (1) 申請額算出内訳書 

 (2) 事業計画書 

 (3) 収支予算書 

 (4) 定款、寄付行為等 

 （決定通知書） 

第６条 規則第７条第１項の規定による通知は、大津市介護施設等整備費補助金交付決定通知書（様式第２号）に 

より行うものとする。 

２ 規則第７条第２項の規定による通知は、大津市介護施設等整備費補助金交付申請棄却（却下）決定通知書（様

式第３号）により行うものとする。 

 （補助金の交付条件） 

第７条 規則第６条第１項の規定により補助金の交付に当たり付する条件は、次に掲げるとおりとする。 

 (1) 補助事業の内容を変更（軽微な変更を除く。）する場合には、市長の承認を受けなければならない。 

 (2) 補助事業を中止し、又は廃止する場合は、市長の承認を受けなければならない。 

 (3) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難になった場合は、速やかに市長に報告

してその指示を受けなければならない。 

 (4) 補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに補助事業により取得し、又は効用の

増加した単価５０万円以上の機械及び器具については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行

令（昭和３０年政令第２５５号）第１４条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過す

るまで、市長の承認を受けないでこの補助金の交付の目的に反し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供

してはならない。 

 (5) 市長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の全部又は一部を市に納付

させることがある。 

 (6) 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後においても、善良な管理者の注

意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなければならない。 

 (7) 補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこの補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控

除税額が確定した場合は、速やかに市長に報告しなければならない。なお、補助事業者が全国的に事業を展開

する組織の一の支部（支社、支所等を含む。）において、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（本

社、本所等を含む。以下同じ。）において消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割

合等の申告内容に基づき報告を行うこと。また、市長に報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に

係る仕入控除税額の全部又は一部を市に納付させることがある。 

 (8) 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証拠書



 

類を整理し、当該帳簿及び証拠書類を事業の完了の日（補助事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、そ

の承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。 

 (9) 補助事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約においても、契約の相手方が当該

工事を一括して第三者に請け負わせることを承諾してはならない。 

 (10) この補助金に係る補助対象経費について、重複して、お年玉付郵便葉書等寄附金に係る配分金又は日本船舶

振興会の補助金の交付を受けてはならない。 

 (11) 補助事業者が補助事業を行うために締結する契約の相手方及びその関係者から、寄附金等の資金提供を受け

てはならない。ただし、共同募金会に対してなされた指定寄附金を除く。 

 (12) 補助事業者が補助事業を行うために締結する契約については、一般競争入札に付するなど、市が行う契約手

続の取扱いに準拠しなければならない。 

 (13) 補助金交付決定を受けた事業等の完了後１０日以内に大津市介護施設等整備費補助事業実績報告書を提出

しなければならない。 

 (14) 補助金は、申請による使途以外の用途に使用してはならない。 

 （状況報告） 

第８条 補助事業の遂行状況については、次に掲げるところにより市長に報告しなければならない。 

 (1) 補助事業者は、請負工事契約（入札）を実施しようとするときは、契約方法及び入札参加事業者事前報告書(様

式第 4号)を入札実施の通知日の１週間前までに提出しなければならない。 

 (2) 補助事業者は、請負工事契約を締結したときは、契約内容(入札結果)報告書（様式第４号の２）を契約締結

後、１週間以内に提出しなければならない。 

 (3) 補助事業者は、工事に着手したときは、工事着工報告書を（様式第４号の３）を工事着工の日から１週間以

内に提出しなければならない。 

 (4) 補助事業者は、工事進捗状況について、１２月末現在の状況を工事進捗状況報告書（様式第４号の４）によ

り翌年の１月１０日までに報告しなければならない。 

 （事情変更による取消通知書等） 

第９条 規則第９条第５項の規定による通知は、大津市介護施設等整備費補助金交付決定取消通知書（様式第５号）

又は大津市介護施設等整備費補助金交付決定変更通知書（様式第６号）により行うものとする。 

 （補助事業等の内容の変更等の承認申請書） 

第１０条 規則第１３条第１項の規定により市長に提出しなければならない承認申請書は、大津市介護施設等整備

費補助事業変更承認申請書（様式第７号）又は大津市介護施設等整備費補助事業中止（廃止）承認申請書（様式

第８号）とする。 

２ 前項の変更承認申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

 (1) 変更後の申請額算出内訳書 

 (2) 変更後の事業計画書 

 (3) 変更後の収支予算書 

 （承認通知書等） 

第１１条 規則第１３条第２項の規定による通知は、大津市介護施設等整備費補助事業変更承認決定通知書（様式 

第９号）若しくは大津市介護施設等整備費補助事業中止（廃止）承認決定通知書（様式第１０号）又は大津市介 

護施設等整備費補助事業変更承認申請棄却（却下）決定通知書（様式第１１号）若しくは大津市介護施設等整備 

費補助事業中止（廃止）承認申請棄却（却下）決定通知書（様式第１２号）により行うものとする。 

 （実績報告書） 

第１２条 規則第１４条の規定により市長に提出しなければならない実績報告書は、大津市介護施設等整備費補助 

事業実績報告書（様式第１３号）とする。 

２ 前項の実績報告書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

 (1) 精算額算出内訳書 

 (2) 事業実績報告書 

 (3) 収支決算書 

(4) 領収書等の写し（明細のわかるもの） 

（確定通知書） 

第１３条 規則第１５条の規定による通知は、大津市介護施設等整備費補助金確定通知書（様式第１４号）により

行うものとする。 



 

（交付請求書） 

第１４条 規則第１８条第１項の規定により市長に提出しなければならない交付請求書は、大津市介護施設等整備 

費補助金交付請求書（様式第１５号）とする。 

 （一括又は分割による交付請求書） 

第１５条 規則第１８条第２項において準用する同条第１項の規定により市長に提出しなければならない交付請求

書は、大津市介護施設等整備費補助金交付請求書（様式第１６号）とする。 

 （取消通知書） 

第１６条 規則第１９条第４項の規定による通知は、大津市介護施設等整備費補助金交付決定取消通知書（様式第 

１７号）により行うものとする。 

 （返還通知書） 

第１７条 規則第２０条第１項の規定による返還の命令は、大津市介護施設等整備費補助金返還通知書（様式第 

１８号）により行うものとする。 

 （その他）  

第１８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、その都度市長が定める。 

   附 則 

１ この要綱は、平成１０年４月１日から施行する。 

２ 大津市老人福祉施設等整備費補助金交付要綱（平成７年４月１日制定）は、廃止する。 

３ この要綱による補助金のうち介護施設等（特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）及び短期入所生活介護の

事業を行う施設（特別養護老人ホームに併設され、これと一体的に運営されるものに限る。）であるものに限る。）

の施設整備を補助対象事業とするものについては、令和３年３月３１日までに廃止するものとする。 

４ この要綱による補助金のうち介護施設等（前項に掲げるものを除く。）の施設整備を補助対象とするものについ

ては、国の地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金若しくは地域介護・福祉空間整備推進交付金又は滋賀県地

域密着型サービス施設等整備費補助金若しくは滋賀県介護施設等開設準備経費補助金の交付措置が終了するに至

ったときは、その廃止を含め、必要な措置を講ずるものとする。 

   附 則 

 この要綱は、平成１１年７月１日から施行し、改正後の大津市老人福祉施設等整備費補助金交付要綱（以下「新

要綱」という。）の規定は、平成１１年度の補助金から適用する。ただし平成１０年度からの継続事業については、

新要綱別表第３の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

   附 則 

 この要綱は、平成１２年５月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１２年８月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１２年１２月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１３年７月１日から施行し、改正後の大津市老人福祉施設等整備費補助金交付要綱（以下「新

要綱」という。）の規定は、平成１３年度の補助金から適用する。ただし平成１２年度からの継続事業については、

新要綱別表第３の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

   附 則 

 この要綱は、平成１５年１月３１日から施行し、改正後の大津市老人福祉施設等整備費補助金交付要綱の規定は、

平成１４年度の補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１５年５月１日から施行し、改正後の大津市老人福祉施設等整備費補助金交付要綱の規定は、

平成１５年度の補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１５年８月１日から施行し、改正後の大津市老人福祉施設等整備費補助金交付要綱の規定は、

平成１５年度の補助金から適用する。ただし、平成１４年度からの継続事業については、今回の別表の改正にかか

わらず、なお、従前の例による。 

   附 則 

 この要綱は、平成１６年１２月１日から施行し、改正後の大津市老人福祉施設等整備費補助金交付要綱の規定は、



 

平成１６年度の補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１７年６月２９日から施行し、改正後の大津市老人福祉施設等整備費補助金交付要綱の規定は、

平成１７年度の補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１８年９月８日から施行し、改正後の大津市老人福祉施設等整備費補助金交付要綱の規定は、

平成１８年度の補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２２年１２月１６日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２３年３月１８日から施行し、平成２２年度分の補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２５年５月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２６年１１月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成３０年６月２９日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。ただし、附則第３項の改正規定（「平成３１年３月３１日」を「令

和３年３月３１日」に改める部分に限る。）は、同年３月３１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和元年１０月１日から施行し、改正後の大津市老人福祉施設等整備費補助金交付要綱の規定は、

令和元年度の補助金から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和２年４月９日から施行し、改正後の大津市老人福祉施設等整備費補助金交付要綱の規定は、令

和２年度の補助金から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和２年９月２９日から施行する。 

 

 


